
（現行） 

福岡市障がい者等地域生活支援協議会部会運営要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は，福岡市障がい者等地域生活支援協議会（以下「協議会」という。）

設置運営要綱（以下「要綱」という。）に基づく，区部会，専門部会等の運営に関し，

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（区部会） 

第２条 区部会は，要綱第６条第 1項に規定する活動の実績を協議会に報告しなけれ

ばならない。 

２ 区部会には，必要に応じて臨時委員を置くことができる。臨時委員は，平成 23

年度まで福岡市地域自立支援協議会の運営委員会に所属していた者又は当時その

者が就いていた役職に新たに着任した者のうちから，会長が選任する。 

３ 福岡市が，福岡市障がい者相談支援機能強化事業を行うに当たり配置する相談支

援機能強化専門員は，区部会の運営及び個別事例の検討を支援するため，すべて

の区部会に参加する。 

４ 区部会が個別事例を検討する場合には，協議会事務局が指定した様式を用いる。 

５ 区部会は，原則として毎月開催する。 

６ 区部会は，個別事例の検討を効果的に進める場合等に，必要に応じて，他区の区

部会委員，専門部会委員，就労支援機関，発達障がい又は高次脳機能障がいの相

談機関，サービス事業者等を参考人として出席を求め，意見を聴くことができる。

その場合は，区部会事務局が直接又は協議会事務局を通じて，出席を依頼するも

のとする。 

７ 区部会は，前項に掲げる者から参加の申し出があった場合には，特に支障がない

限り応諾するものとする。その場合は，区部会事務局に直接又は協議会事務局を

通じて，参加を申し出るものとする。 

８ 区部会の事務局は，当該行政区における知的障がい者及び精神障がい者の相談支

援事業の委託事業者が共同して行う。 

 

（専門部会） 

第３条 専門部会は，設置しようとする関係機関等が，部会の名称，設置目的，協議

内容，スケジュール，委員，事務局等について記載した企画書を協議会に提出し，

認められた場合に設置できる。 

２ 専門部会は，年度毎に活動実績及び成果を協議会に報告しなければならない。 

３ 専門部会には部会長及び副部会長を置き，専門部会委員の互選によってこれを定

資料２－１ 



（現行） 

める。 

４ 部会長は，専門部会を総理し，専門部会を代表する。 

５ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故あるとき，又は部会長が欠けたとき

は，その職務を代理する。 

６ 専門部会の会議は，部会長が招集し，部会長がその議長となる。 

７ 専門部会は，必要に応じて会議に参考人の出席を求め，意見を聴くことができる。 

８ 専門部会の事務局は，障がい者在宅支援課が，企画書に事務局として記載された

関係機関等及び市の関係部署と調整して決定する。 

 

（事務局合同会議） 

第４条 事務局合同会議は，協議会運営に関する調整，区部会及び専門部会の運営状

況の把握，行政及び事務局間の連携，情報交換等のため，福岡市相談支援機能強

化専門員，７区の区部会及び専門部会の事務局，市の障がい者等の福祉関係課で

構成し，原則として毎月開催する。 

２ 前項の合同会議の事務局は，障がい者在宅支援課又は障がい者在宅支援課が協議

会の庶務を委託した事業者が行う。 

 

   附 則 

１ この要領は，平成 24年８月 31日から施行する。 



（改正案） 

福岡市障がい者等地域生活支援協議会部会運営要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は，福岡市障がい者等地域生活支援協議会（以下「協議会」とい

う。）設置運営要綱（以下「要綱」という。）に基づく，区部会，専門部会等の運

営に関し，必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（区部会） 

第２条 区部会は，要綱第６条第１項に規定する活動の実績を協議会に報告しなけ

ればならない。 

２ 区部会には，要綱第６条第２項第１号から第４号に定める者のほか，第５号に

定める者として，区部会委員が必要と認める者のうちから，協議会の会長が選任

する。 

３ 福岡市が，福岡市障がい者相談支援機能強化事業を行うに当たり配置する相談

支援機能強化専門員若しくは福岡市障がい者基幹相談支援センター（虐待防止セ

ンター）事業で福岡市が委嘱する相談支援スーパーバイザーは，区部会の運営及

び個別事例の検討を支援するため，すべての区部会に参加する。 

４ 区部会が個別事例を検討する場合には，協議会事務局が指定した様式を用いる。 

５ 区部会は，原則として毎月開催する。 

６ 区部会は，個別事例の検討を効果的に進める場合等に，必要に応じて，他区の

区部会委員，専門部会委員，就労支援機関，発達障がい又は高次脳機能障がいの

相談機関，サービス事業者等を参考人として出席を求め，意見を聴くことができ

る。その場合は，区部会事務局が直接又は協議会事務局を通じて，出席を依頼す

るものとする。 

７ 区部会は，前項に掲げる者から参加の申し出があった場合には，特に支障がな

い限り応諾するものとする。その場合は，区部会事務局に直接又は協議会事務局

を通じて，参加を申し出るものとする。 

８ 区部会の事務局は，当該行政区における区障がい者基幹相談支援センター事業

の委託事業者が共同して行う。 

 

（専門部会） 

第３条 専門部会は，設置しようとする関係機関等が，部会の名称，設置目的，協

議内容，スケジュール，委員，事務局等について記載した企画書を協議会に提出

し，認められた場合に設置できる。 

２ 専門部会は，年度毎に活動実績及び成果を協議会に報告しなければならない。 
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（改正案） 

３ 専門部会には部会長及び副部会長を置き，専門部会委員の互選によってこれを

定める。 

４ 部会長は，専門部会を総理し，専門部会を代表する。 

５ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故あるとき，又は部会長が欠けたと

きは，その職務を代理する。 

６ 専門部会の会議は，部会長が招集し，部会長がその議長となる。 

７ 専門部会は，必要に応じて会議に参考人の出席を求め，意見を聴くことができ

る。 

８ 専門部会の事務局は，障がい者在宅支援課が，企画書に事務局として記載され

た関係機関等及び市の関係部署と調整して決定する。 

 

（事務局合同会議） 

第４条 事務局合同会議は，協議会運営に関する調整，区部会及び専門部会の運営

状況の把握，行政及び事務局間の連携，情報交換等のため，福岡市相談支援機能

強化専門員，７区の区部会及び専門部会の事務局，市の障がい者等の福祉関係課

で構成し，原則として毎月開催する。 

２ 前項の合同会議の事務局は，障がい者在宅支援課又は障がい者在宅支援課が協

議会の庶務を委託した事業者が行う。 

 

   附 則 

１ この要領は，平成 24年８月 31日から施行する。 

 

（施行期日） 

  この要領は，平成 29年６月９日から施行する。 



福岡市障がい者等地域生活支援協議会部会運営要領 新旧対照表 

改正後 改正前 備考 

福岡市障がい者等地域生活支援協議会部会運営要領 

 

（目的） 

第１条 （略） 

 

（区部会） 

第２条 区部会は，要綱第６条第１項に規定する活動の実績を協議会

に報告しなければならない。 

 

２ 区部会には，要綱第６条第２項第１号から第４号に定める者のほ

か，第５号に定める者として，区部会委員が必要と認める者のうちか

ら，協議会の会長が選任する。 

 

 

３ 福岡市が，福岡市障がい者相談支援機能強化事業を行うに当たり

配置する相談支援機能強化専門員若しくは福岡市障がい者基幹相談

支援センター（虐待防止センター）事業で福岡市が委嘱する相談支援

スーパーバイザーは，区部会の運営及び個別事例の検討を支援するた

め，すべての区部会に参加する。 

 

４～７ 略 

 

８ 区部会の事務局は，当該行政区における区障がい者基幹相談支援

センター事業の委託事業者が共同して行う。 

 

第３条～第４条 （略）  

 

   附 則 

１ この要領は，平成24年８月３１日から施行する。 

 

（施行期日） 

 この要領は，平成29年６月９日から施行する。 

福岡市障がい者等地域生活支援協議会部会運営要領 

 

（目的） 

第1条 （略） 

 

（区部会） 

第２条 区部会は，要綱第６条第1項に規定する活動の実績を協議

会に報告しなければならない。 

 

２ 区部会には，必要に応じて臨時委員を置くことができる。臨時

委員は，平成23年度まで福岡市地域自立支援協議会の運営委員会に

所属していた者又は当時その者が就いていた役職に新たに着任した

者のうちから，会長が選任する。 

 

３ 福岡市が，福岡市障がい者相談支援機能強化事業を行うに当た

り配置する相談支援機能強化専門員は，区部会の運営及び個別事例

の検討を支援するため，すべての区部会に参加する。 

 

 

 

４～７ 略 

 

８ 区部会の事務局は，当該行政区における知的障がい者及び精神

障がい者の相談支援事業の委託事業者が共同して行う。 

 

第３条～第４条 （略） 

 

   附 則 

１ この要領は，平成24年８月３１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区部会臨時委員を

廃止。区部会委員

で必要な委員構成

を検討できるよう

改正。 

 

事業内容変更に伴

い，区部会へ機能

強化専門員若しく

は相談支援スーパ

ーバイザーが区部

会へ参加するよう

改正。 

 

委託事業の変更に

伴い改正。 

 

 

 

 

 

 

施行期日を追記。 
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